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命 令 書（写）

申 立 人 Ｘ労働組合

執行委員長 Ａ１

被申立人 Ｙ合同会社

代表社員 Ｂ１株式会社

職務執行者 Ｂ２

上記当事者間の福岡労委平成２７年（不）第２号 Ｙ 不当労働行為救済申立

事件について、当委員会は、平成２８年４月１５日第２００１回、同月２５日第

２００２回及び同年５月６日第２００３回公益委員会議において、会長公益委員

後藤裕、公益委員井上智夫、同五十君麻里子、同南谷敦子、同山下昇、同大坪稔

及び同所浩代が出席し、合議の上、次のとおり命令する。

主 文

１ 平成１６年１０月４日付け、平成１８年９月５日付け、平成２０年８月１日

付け、平成２１年７月２１日付け、平成２２年５月６日付け及び同年７月３０

日付けの各団体交渉要求に係る申立てを却下する。

２ その余の申立てを棄却する。

理 由
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第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は、被申立人Ｙ合同会社が申立人Ｘ労働組合（以下「組合」という。）

の平成（以下「平成」の年号は略す。）１６年１０月４日付け、１８年９月

５日付け、２０年８月１日付け、２１年７月２１日付け、２２年５月６日付

け、同年７月３０日付け、２６年３月１０日付け、同年４月１７日付け、同

年６月１１日付け、同年９月２５日付け及び２７年２月２３日付けの各団体

交渉要求（以下「本件団交要求」という。）に対し、団体交渉（以下「団交」

という。）に応じなかったことが、労働組合法（以下「労組法」という。）

７条２号に該当するとして、２７年３月５日、組合が救済を申し立てたもの

である。

なお、被申立人Ｙ合同会社は、２４年５月２１日に現在の組織及び商号と

なっており、この変更前の「Ｂ３有限会社」、並びに「Ｂ３有限会社」の合

併前の法人である「Ｂ４有限会社」、「Ｂ５有限会社」等を含め、被申立人

Ｙ合同会社を、以下「会社」という。

２ 請求する救済内容

（１）会社は、本件団交要求に対し、誠意をもって組合との団交を行わなけれ

ばならない。

（２）上記（１）に係る謝罪文の掲示並びに全従業員、関係会社、下請関連企

業及び関係代理店への配布

３ 本件の主な争点

（１）会社が本件団交要求に対し団交に応じなかったことは、労組法２７条２

項の「継続する行為」に該当するか。該当するとして、会社が、本件団交

要求に対し団交に応じなかったことが、労組法７条２号に該当するか。

（２）（１）において、「継続する行為」に該当しない場合、会社が組合の２

６年３月１０日付け、同年４月１７日付け、同年６月１１日付け、同年９

月２５日付け及び２７年２月２３日付けの各団交要求に対し、団交に応じ

なかったことが、労組法７条２号に該当するか。
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第２ 認定した事実（以下において、特に証拠を摘示したもの以外は、当事者間

に争いのない事実又は当委員会に顕著な事実である。）

１ 当事者

（１）申立人

組合は、昭和５７年９月２５日に結成されたＡ２労働組合（以下「本部」

という。）の下部組織であり、４年９月、本部の下部組織である中国分会

連合会と同四国・九州合同分会連合会が統合し結成された。組合は、会社

の従業員及びその退職者で構成され、小倉分会、三田尻分会、広島分会な

ど５分会を有しており、申立時（２７年３月５日）の組合員数は６名であ

る。

１２年１月３１日に、Ａ３組合員（以下「Ａ３」という。）が退職して

以降、組合の組合員の中に会社に在籍する従業員はいない。

また、本件申立時に組合の執行委員長であるＡ１組合員（以下「Ａ１」

という。）は、昭和５８年１０月から、本部の中央執行委員を兼ねており、

組合の書記長であるＡ４組合員（以下「Ａ４」という。）も、１６年９月

から、本部の中央執行委員を兼ねている。

（２）被申立人

会社は、石油製品の製造・販売等を業とする合同会社であり、Ｂ６を前

身としている。会社の従業員数は、２５年１２月３１日時点で６０１名で

ある。

２ 本件団交要求以前の労使関係

（１）１０年６月３０日、会社は、定年退職者再雇用制度（以下「再雇用制度」

という。）の廃止を本部に通知した。同年７月９日、１７日、３１日、同

年８月２４日、同年１０月８日及び同年１２月２２日、会社と本部は、再

雇用制度の廃止を議題として団交を行った。本部は、同年７月９日の団交

において、同制度廃止は本部と協議すべきことである旨を、また、同年１

０月８日の団交において、Ａ１の退職直前で同制度を廃止するのは、同人

が組合員であることを理由とする差別的取扱いである旨を述べた。

１１年１月１日、会社は、再雇用制度を廃止した。１１年１月１９日、

本部は、同年２月２８日に定年退職する予定のＡ１の再雇用を要求して会

社と団交を行ったが、会社はこの要求に応じなかった。
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（２）１１年２月２８日、Ａ１は、会社を定年退職した。同人の退職に伴い、

同人が勤務していた小倉油槽所の従業員には、組合の組合員はいなくなっ

た。

（３）１１年４月１３日、本部、組合及びＡ１は、会社が行った再雇用制度の

廃止及び同人の再雇用拒否に関し、①本部との合意なく再雇用制度を廃止

したことが団交拒否に、②再雇用制度を廃止し同人を再雇用しなかったこ

とが、同人が組合員であることを理由とした不利益取扱いに、③組合に対

し団交を申し入れなかったことが団交拒否に当たるとして、当委員会に不

当労働行為の救済を申し立てた（福岡労委１１年（不）２号事件。命令に

ついては後記（11）記載。）。

（４）１１年５月７日、会社は、本部及び組合に対し、小倉油槽所の従業員に

組合の組合員がいないため、小倉油槽所事務棟内にあった小倉分会の組合

事務所内の物品及び同分会が設置していた掲示板を自主的に撤去するよ

う通知した。このことを議題として、同月１９日、３１日、同年６月１０

日、２３日、同年７月２日、９日及び１５日の計７回、本部と会社は団交

を行った。その後同月１６日、会社は、本部及び組合に対し、同月末まで

に物品等を撤去しない場合は、会社が撤去を行う旨を通知した。翌８月２

３日、会社は、上記物品等を撤去した。

（５）１２年１月１７日、本部は、会社と団交を行い、同月３１日に定年退職

する予定のＡ３の再雇用を求めた。

（６）１２年１月３１日、Ａ３は、会社を定年退職した。これにより、組合の

組合員の中で会社に在籍する従業員はいなくなった。

（７）１２年２月９日及び同年３月６日、本部は、会社との間において、Ａ３

の再雇用を議題とする団交を行い、同人の再雇用を要求したが、会社はこ

の要求を拒否した。

（８）１２年２月１４日、組合及び小倉分会は、会社が、①小倉分会組合事務

所内の物品等を撤去したこと等が支配介入に、②これに関する組合及び小

倉分会との団交を拒否したことが団交拒否に当たるとして、当委員会に不

当労働行為の救済を申し立てた（福岡労委１２年（不）２号事件。命令に

ついては後記（14）記載。）。

（９）１２年５月３１日、会社は、小倉油槽所を閉鎖した。

（10）１２年１１月６日、本部、組合及びＡ３は、再雇用制度について、会社
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が、①本部との団交（以下「本部団交」という。）に誠実に応じなかった

こと、及び②組合に団交の申入れを行わなかったことが団交拒否に、③同

制度を廃止しＡ３を再雇用しなかったことが組合員であることを理由と

する不利益取扱いに当たるとして、広島県地方労働委員会（以下「広島労

委」という。）に不当労働行為の救済を申し立てた（広島労委１２年（不）

７号事件。命令については後記（17）記載。）。

（11）１３年５月２３日、当委員会は、福岡労委１１年（不）２号事件（前記

（３））について、①本部団交における会社の態度は不誠実と評価できな

い、②会社には再雇用制度を廃止する経営上の必要性が認められる、③会

社は本部団交に応じており、組合は団交を申し入れていないため団交拒否

には当たらない旨判断して、申立てを棄却する旨の命令を発した。

その後本部及び組合は、これを不服として、中央労働委員会（以下「中

労委」という。）に再審査の申立てを行った（中労委１３年（不再）２７

号事件。命令については後記４（１）記載。）。

（12）１３年６月１４日、本部と会社は、事業所の統廃合による糸崎油槽所閉

鎖の件について、団交を行った。

（13）１３年６月３０日、会社は、糸崎油槽所を閉鎖した。

（14）１３年８月２４日、当委員会は、福岡労委１２年（不）２号事件（前記

（８））について、①会社が物品等を撤去したことには合理的理由があり、

撤去についても公正な手続を経ていると評価できる、②会社は本部と団交

を行っており、二重交渉となる組合との団交を拒否することに正当な理由

がある旨判断して、申立てを棄却する旨の命令を発した。

その後組合は、これを不服として、中労委に再審査の申立てを行った（中

労委１３年（不再）４２号事件。命令については後記４（３）記載。）。

（15）１４年３月７日、組合は、会社に対し、Ａ１とＡ３の再雇用等を要求事

項とする団交の申入れを行った。

（16）１４年４月３０日、当時本部の下部組織である京浜支部連合会に所属し

ていたＡ４が、会社を定年退職した。その後１５年１０月、同人は、組合

に所属するに至った。

（17）１５年９月１２日、広島労委は、広島労委１２年（不）７号事件（前記

（10））について、①会社の対応は不誠実とは認められない、②会社は、

本部と団交を行っており、組合との団交の必要性は認め難い、③再雇用制
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度の廃止には経営上の必要性が認められる旨判断して、申立てを棄却する

旨の命令を発した。

その後本部及び組合は、これを不服として、中労委に再審査の申立てを

行った（中労委１５年（不再）４９号事件。命令については後記４（２）

記載。）。

（18）１６年９月２４日、本部と会社は、同月４日に広島油槽所のタンク火災

が起きたことを議題として、団交を行った。

３ １６年１０月４日から２２年７月３０日までの団交要求

（１）１６年１０月４日、組合は、会社西日本地区管理部長（以下「地区管理

部長」という。）宛てに、次の事項を団交事項として記した団交要求書を

送付した。

１．１６
※

年９月４日Ｂ３広島油槽所タンク火災について

２．糸崎暫定分会組合備品について

※原文は西暦で記載されているが、和暦で記載する。以下の団交要求書

等文書の引用について同じ。

（２）１８年９月５日、組合は、地区管理部長宛てに、次の事項を団交事項と

して記した団交要求書を送付した。

１、境港油槽所閉鎖の件

２、４年５月１８日付タンクトラックドライバーからプラントマンへの

職種変更の件

３、１１年８月２３日Ｂ５小倉分会組合備品撤去の件

４、１０年６月３０日付定年退職者再雇用制度廃止の件及びＢ５小倉分

会Ａ１組合員再雇用の件

５、Ｂ５広島分会Ａ３組合員再雇用の件

６、１６年９月４日Ｂ３広島油槽所タンク火災の件

７、糸崎暫定分会組合備品の件

（３）２０年８月１日、組合は、地区管理部長宛てに、次の事項を団交事項と

して記した団交要求書を送付した。

１、次に掲げる者の再雇用を要求する。
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イ、１０年６月３０日付定年退職者再雇用制度廃止及びＡ１組合員（Ｂ

５小倉分会）再雇用の件

同組合員の再雇用を要求する。

ロ、Ａ３組合員（Ｂ５広島分会）の再雇用を要求する。

ハ、Ａ４組合員（Ｂ４三田尻分会）の再雇用を要求する。

２、安全要求

イ、１６年９月４日広島油槽所タンク火災事故について

３、その他

イ、糸崎暫定分会組合備品の件

ロ、小倉分会組合備品撤去の件

（４）２１年７月２１日、組合は、地区管理部長宛てに、次の事項を団交事項

として記した団交要求書を送付した。

１、再雇用要求

１）、１０年６月３０日付定年退職者再雇用制度廃止及びＡ１組合員

（Ｂ５小倉分会）Ａ３組合員（Ｂ５広島分会）の再雇用の件

２）、Ａ４組合員（Ｂ４三田尻分会）の再雇用の件

２、安全要求

１）、１６年９月４日Ｂ３広島油槽所タンク火災事故の件

２）、１５年８月２９日名古屋油槽所工事労働者６名死亡事故（２１

年３月１８日付愛知県労働委員会命令書 ）
（ママ）

不履行の件

３、その他

１）、糸崎暫定分会の組合備品の件

２）、Ｂ５小倉分会組合備品の件

（５）２２年５月６日、組合は、地区管理部長宛てに、次の事項を団交事項と

して記した団交要求書を送付した。

１、Ｂ３宮崎油槽所閉鎖の件

２、再雇用要求

１）、１０年６月３０日付定年退職者再雇用制度廃止及びＡ１組合員

（Ｂ５小倉分会）Ａ３組合員（Ｂ５広島分会）の再雇用の件
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２）、Ａ４組合員（Ｂ４三田尻分会）の再雇用の件

３、安全要求

１）、１６年９月４日Ｂ３広島油槽所タンク火災事故の 件

２）、１５年８月２９日名古屋油槽所工事労働者６名死亡事故（２１

年３月１８日付愛知県労働委員会命令書 ）
（ママ）

不履行の件

４、その他

１）、境港油槽所閉鎖及び糸崎暫定分会の組合備品の件

２）、Ｂ５小倉油槽所閉鎖及び小倉分会組合備品の件

２２年５月１３日、組合は、地区管理部長に電話をかけた。同部長は、

組合に対し、「これまでやったことはない。同じ対応となる。」と、団交

を行わない旨を述べた。

（６）２２年７月３０日、組合は、地区管理部長宛てに、団交の開催と、上記

（５）の団交要求に応じない理由の回答を求める内容の「抗議並びに要求

書」を送付した。

４ ２２年７月３０日付け団交要求後の状況

（１）２３年８月３日、中労委は、福岡労委１１年（不）２号事件（前記２（３）、

（11））の再審査事件（中労委１３年（不再）２７号事件）について、本

部及び組合の再審査申立てを棄却する旨の命令を発し、本部、組合及びＡ

１の申立てを棄却した初審命令を維持した。その後本部及び組合は、同命

令の取消し等を求め、東京地方裁判所（以下「東京地裁」という。）に行

政訴訟を提起した（東京地裁２４年（行ウ）１０９号事件。判決について

は後記（４）記載。）。

（２）２３年１１月２日、中労委は、広島労委１２年（不）７号事件（前記２

（10）、（17））の再審査事件（中労委１５年（不再）４９号事件）につ

いて、本部及び組合の再審査申立てを棄却する旨の命令を発した。なお、

中労委は、同命令において、再雇用制度廃止に関する団交は、初審の申立

日より１年以上前の１０年６月から１１年１月にかけての本部団交におい

て決裂し終了しているとして、初審命令の一部は却下している。

その後本部及び組合は、中労委の命令について、行政訴訟を提起せず、

同命令が確定した。

（３）２４年２月１５日、中労委は、福岡労委１２年（不）２号事件（前記２
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（８）、（14））の再審査事件（中労委１３年（不再）４２号事件）につ

いて、組合の再審査申立てを棄却する旨の命令を発し、組合の申立てを棄

却した初審命令を維持した。

その後組合は、中労委の命令について、行政訴訟を提起せず、同命令が

確定した。

（４）２５年１０月３０日、東京地裁は、中労委１３年（不再）２７号事件（前

記（１））に係る行政訴訟事件（東京地裁２４年（行ウ）１０９号事件）

について、本部及び組合の請求を棄却し、中労委の命令を維持する旨の判

決を言い渡した。

その後本部及び組合は、東京高等裁判所（以下「東京高裁」という。）

に対し、同判決の取消し等を求め控訴した（東京高裁２５年（行コ）４３

４号事件。判決については後記５（７）記載。）。

５ ２６年３月１０日以降の団交要求等

（１）２６年３月１０日、組合は、地区管理部長宛てに、次の事項を団交事項

として記した団交要求書を送付した。

１、再雇用要求の件

２、安全要求の件

３、不当解雇撤回要求の件

４、その他

１、糸崎暫定分会の組合備品の件

２、Ｂ５小倉分会組合備品の件

なお、「３、不当解雇撤回要求の件」とは、本部の他の下部組織に所属

する組合員に対する解雇の件である。（以下の団交要求書について同じ。）

（２）２６年３月１２日、１３日、１７日、１８日、２０日及び３１日、組合

は、地区管理部長が勤務する福岡油槽所に電話をかけたが、呼出音は鳴る

ものの途中で電話は切れた。

（３）２６年３月１４日、本部は、会社に対し、２６年３月１日Ｂ１川崎工場

火災事故の件、２３年から２６年の春闘賃上げ・一時金及び労働条件改善

要求などを団交事項とする、団交要求書を送付した。

（４）２６年３月１８日、会社は、本部に対し、「貴組合からの申入れについ

て」と題する文書を送付した。この文書には、次のように記載されていた。
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本件文書で「団交議題」とされているものは、貴組合には２４年１

２月末日以降当社に就労する組合員がいないため、貴組合員に関係の

ない事項であるか、または、既にお伝えした以上に改めて付け加える

ことはない事項であるか、あるいは、既に当社として公表を行った事

項です。なぜこれらについて、貴組合が当社に団体交渉を求めている

のかについて当方では理解することができません。（中略）貴方申出

が団交の議題に当る理由、議題の趣旨、目的等を具体的に文書にて明

らかにして頂きたく、宜しくお願い致します。

（中略）

尚、貴組合及び貴組合各支部等貴組合に属する各組織より上記のよう

なお申入れを頂きましても同様のお答えとなる可能性が高いと考えま

す。当方回答が上記と同じものとなる場合には、いちいち当方より当

該申入れをした貴組合組織に対して返答をしない場合がございます。

その場合には、本書回答を以って、当該申入れに対する回答であると

見做していただきたく、よろしくお願い申し上げます。この点は、貴

組合各支部等貴組合に属する各組織にも伝達徹底していただくようお

願い致します。

組合は、本部が上記文書を受け取って間もなく、同文書の写しを本部か

ら受け取った。

（５）２６年４月１６日、組合は、地区管理部長宛てに、２６年度の組合役員

通知書を送付した。

（６）２６年４月１７日、組合は、福岡油槽所を訪れたが、地区管理部長は、

不在だった。組合は、同油槽所で勤務していた者に、次の事項を団交事項

として記した団交要求書を渡し、地区管理部長に渡すよう依頼した。

１、再雇用要求の件

２、安全要求の件

３、不当解雇撤回要求の件

４、その他

１、糸崎暫定分会の組合備品の件

２、Ｂ５小倉分会組合備品の件

（７）２６年４月１７日、東京高裁は、東京地裁２４年（行ウ）１０９号事件
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（前記４（４））の控訴審（東京高裁２５年（行コ）４３４号事件）にお

いて、本部及び組合の控訴を棄却した。同判決は確定し、組合の申立てを

棄却した初審命令が維持された。

（８）２６年４月２３日、会社は、本部、本部の下部組織である京浜支部連合

会、同大阪支部連合会及び同中京分会連合会宛てに、「貴組合からの要求

について」と題する文書を送付した。同文書には、組合からの上記（５）、

（６）の文書について次のように記載されていた。

・ これらの文書に関連して確認しましたところ、４月１６日付文書に

記載された氏名の者には、現在当社従業員である者はいないことを確

認しました。また、少なくとも、当社従業員が退職した１４年以降は

会社が同会と会議等を行った事実は確認することはできませんでし

た。したがって、すでに貴組合の組合員が全員退職されている状況下、

現在当社従業員である組合員が同会に実在するものかどうか当方では

確証がございません。（中略）当社従業員が所属せず当社従業員を代

表していないと思われる組合組織であって実体に確証のないものと団

交をしなくてはならない理由があるとは思えません。

・ また、４月１７日付文書で「団体交渉を要求」される「案件」につ

いては、その案件の詳細は不明ながら、その中には労働委員会若しく

は裁判所で係争中の案件と思しきものもあり、そうであれば当該労働

委員会や裁判所の判断を待つべきものと考えますので、現在のところ

当社からは何も申し上げるべきことはございません。

・ 以上の様な事情ですので、同会が“団交”を要求されるとすれば、

当社従業員の所属の有無、要求される事項が団交の議題に当たると考

える理由、議題の趣旨、目的等を具体的に文書で明らかにされるべき

であろうと考えます。これらの疑問が解消できない間は、同会は実 態
（ママ）

がないものとして取り扱いますので、よろしくご理解下さい。

・ 以上の点は、「Ｘ労働組合 執行委員長」にも伝達徹底していただ

くようお願いします。

（９）２６年６月１１日、組合は、地区管理部長宛てに、「抗議並びに要求書」

と題する文書を送付した。組合は、この文書において、上記（８）の文書

中の「１４年以降は会社が同会と会議等を行った事実は確認することはで
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きませんでした。」との記載に対する抗議として、これまで団交要求書を

提出したが拒否されてきた旨を記載した。しかし、上記（８）の文書で会

社が求めた、従業員の所属の有無、団交議題に当たると考える理由等の記

載はなく、「下記の案件について、団体交渉を要求する。」として、同年

４月１７日付け団交要求書（上記（６））と全く同じ団交事項の記載をし

た。

組合は、その後も会社に対し、上記（８）の文書で会社が求めた事項に

ついて、答えることはなかった。

（10）２６年９月２５日、組合は、地区管理部長宛てに、「抗議並びに要求書」

と題する文書を送付した。組合は、この文書において、会社が団交拒否を

続けているとして抗議するとともに、次の事項を団交事項として記し、団

交開催を要求した。

１、再雇用要求の件

２、安全要求の件

３、不当解雇撤回要求の件

４、その他

１、糸崎暫定分会の組合備品の件

２、小倉分会組合備品・掲示板不当撤去の件

３、広島分会組合掲示板の件

４、Ｂ５小倉油槽所閉鎖の件

５、１６年９月４日広島油槽所タンク火災事故の件

６、愛知県労働委員会命令（２１年３月１８日付）不履行の件

（11）２６年１０月１日及び７日、組合は、福岡油槽所に電話をかけたが、地

区管理部長は不在だった。

（12）２７年２月２３日、組合は、地区管理部長宛てに、「抗議並びに要求書」

と題する文書を送付した。組合は、この文書において、会社が団交拒否を

続けているとして抗議するとともに、次の事項を団交事項として記し、団

交開催を要求した。

１、再雇用要求の件

２、不当解雇・不当処分撤回要求の件
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３、安全要求の件

１、１６年９月４日Ｂ５広島油槽所タンク火災事故の件

２、愛知県労働委員会命令（２１年３月１８日付）不履行の件

４、その他

１、糸崎暫定分会組合備品の件

２、小倉分会組合備品・掲示板不当撤去の件

３、広島分会組合掲示板の件

４、１２年４月末日付Ｂ５小倉油槽所閉鎖の件

なお、「２、不当解雇・不当処分撤回要求の件」とは、本部の他の下部

組織に所属する組合員に対する解雇、及びＡ４に対する処分の件である。

（13）２７年３月５日、組合は、当委員会に対し、本件不当労働行為救済申立

てを行った。

第３ 判断及び法律上の根拠

１ 本件団交要求のうち１６年１０月４日付けから２２年７月３０日付けま

での団交要求について

（１）申立人の主張

組合は、会社に対し、団交要求書を送付するなどしてきたが、会社は何

らの対応もせず、一切無視し続けている。本件団交要求に対する団交拒否

は、会社の同一の不当労働行為意思に基づく複数の行為であり、労組法２

７条２項の「継続する行為」に該当するものである。

（２）被申立人の主張

１年の申立期間を経過していることから、２２年７月３０日までの団交

要求についての申立ては、不適法なものとして却下されるべきである。

（３）当委員会の判断

申立人は、１６年１０月４日付け団交要求から２７年２月２３日付け団

交要求までの計１１件の本件団交要求に対し、それぞれ会社が拒否した行

為は、同一の不当労働行為意思に基づく複数の行為であるから、労組法２

７条２項に規定する「継続する行為」に該当すると主張し、１１件すべて

の団交拒否を不当労働行為として救済を求めている。

労組法２７条２項が規定する「継続する行為」とは、行為自体は複数で

あっても、全体として一個の不当労働行為が継続している場合、すなわち、
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継続して行われる一括して一個の行為をも含むものと解することが相当

である。複数の団交要求と団交拒否が「継続して行われる一括して一個の

団交拒否に該当するか否か」は、団交事項の同一性、各団交要求の時間的

隔たりの程度、団交要求に関する当事者の対応などを総合して判断する必

要がある。

本件団交要求についてみるに、要求された団交事項は必ずしも同一のも

のではなく、１６年１０月４日付け、１８年９月５日付け、２０年８月１

日付け、２１年７月２１日付け及び２２年５月６日付けの各団交要求の間

には、それぞれ１年１１か月、１年１１か月、１１か月及び９か月の間隔

があり、２２年７月３０日付けから２６年３月１０日付け団交要求までに

至っては、３年７か月が経過していることが認められ、各団交要求の間に、

当事者間で団交開催に向けた協議・折衝等が継続していた事実も認めるこ

とができない。したがって、本件団交要求に係る団交拒否について「継続

して行われる一括して一個の行為」と判断することはできない。

よって、本件申立てのうち、本件申立日から１年以上前になされた１６

年１０月４日付けから２２年７月３０日付けまでの計６回の団交要求に

対し会社が団交に応じなかったことについての救済申立ては、労組法２７

条２項により却下するのが相当である。

２ 本件団交要求のうち２６年３月１０日以降の団交要求について

（１）申立人の主張

本件のごとく、当事者間に解雇、処分、再雇用、組合備品等の未解決の

事案がある限り、被申立人が「使用者」であり、団交応諾義務があること

は明白である。

会社は、長年にわたり組合を敵視しており、組合が行った団交要求に対

し、何らの対応もせず一切無視し続けている。組合の団交要求に応じてい

ないことは、労組法７条２号に該当する不当労働行為である。

（２）被申立人の主張

組合の組合員が全員退職しており、新たに会社の従業員が組合に加入し

た事実も認められない。また、退職の効力を争っていたＡ１についても、

組合の主張が認められなかった福岡県地方労働委員会の命令後、新たな主

張がなされた訳ではないから、同命令以降は同人も「使用者が雇用する労
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働者」ではない。よって組合は、労組法７条２号の「使用者が雇用する労

働者の代表者」に該当しないというべきであり、本件申立ては不適法なも

のとして却下されるべきである。

本件申立てが却下されないにしても、組合が求める団交要求事項は、組

合に会社従業員がいないため義務的団交事項に当たらないもの、要求まで

の間に相当期間が経過したもの、本部団交を行っているため二重交渉に当

たるもの、又は労働委員会等において判断が確定していたものなどであっ

たことから、会社は、団交に応じる必要はないと判断してきたものである。

また、２６年３月１０日付け団交要求の時点では、組合の組合員が会社

を退職してから既に約１２年が経過しており、組合に新たな会社従業員が

加入したとの連絡も受けていなかったこと、要求事項についても抽象的で

漠然とした内容であったことから会社は直ちに対応することができなか

った。同年４月１７日付けで再度団交要求が行われたことから、会社は、

併せて、同月２３日付けの本部等に宛てた文書（前記第２の５（８））に

より、組合が会社に団交を求める具体的理由等を明らかにするよう回答し

たが、理由等は示されなかった。

以上のことから、会社が組合の団交要求に応じなかったことには、正当

な理由があり、労組法７条２号の不当労働行為には該当しない。

（３）当委員会の判断

ア 被申立人は、上記のとおり、組合が労組法７条２号の「使用者が雇用

する労働者の代表者」に該当しない旨主張している。

労組法が予定する団交とは、使用者が、その雇用する労働者の属する

労働組合の代表者と、労働者の待遇及び労使関係上のルールについて合

意を得ることを目的として行う交渉であり、団交を通じて早期に正常な

労使関係が樹立されることを目的としている。したがって、使用者が団

交を義務付けられる相手方は、原則として、「現に当該使用者が雇用し

ている労働者」であると解される。もっとも、現実に派生する労働条件

等を巡る問題は様々で、雇用関係の前後にわたって生起する場合もあり、

団交を通じた早期の正常な労使関係の樹立という上記労組法の趣旨を踏

まえれば、使用者が、かつて存続した雇用関係から生じた労働条件を巡

る紛争として当該紛争を適正に処理することが可能であり、そのことが

社会的にも期待される場合をも含むものと解される。そして、その認定
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に際しては、ⅰ）当該紛争が雇用関係と密接に関連して発生したこと、

ⅱ）使用者において、当該紛争を処理することが可能かつ適当であるこ

と、ⅲ）団交の申入れが、雇用関係終了後、社会通念上合理的といえる

期間にされたことを要素として判断することが相当である。

イ そこで、本件において、２６年３月１０日付けから２７年２月２３日

付け団交要求までの各団交要求における要求事項（団交議題）との関連

も踏まえ検討する。

(ｱ) 組合は、２６年３月１０日付けから２７年２月２３日付けまで計５

回の団交要求書を提出しており、それら各団交要求書に記載された要

求事項、各要求事項についての本部団交の開催状況及び各要求事項に

関する命令、判決の状況について概要をまとめたものは別表「団交要

求事項等一覧」のとおりであり、要求された団交事項を摘示すれば次

のとおりである。

①再雇用要求の件

②不当解雇・不当処分撤回要求の件

③糸崎暫定分会の組合備品の件

④Ｂ５小倉分会組合備品・掲示板不当撤去の件

⑤広島分会組合掲示板の件

⑥Ｂ５小倉油槽所閉鎖の件

⑦１６年９月４日広島油槽所タンク火災事故の件

⑧愛知県労働委員会命令（２１年３月１８日付け）不履行の件

(ｲ) (ｱ)①について

(ｱ)①「再雇用要求の件」とは、Ａ１、Ａ３及びＡ４の定年退職後

の再雇用を求める事項である。

再雇用制度廃止自体の問題については、本部と会社との間におい

て、６回の団交が行われており（前記第２の２（１））、２３年１

１月２日、中労委が、これらの本部団交において団交は決裂し終了

している旨判断している（前記第２の４（２））。各人の再雇用に

ついての団交をみれば、Ａ１の再雇用については１１年１月１９日

に、Ａ３の再雇用については１２年１月１７日、同年２月９日及び

同年３月６日に、それぞれ本部と会社との間において団交が行われ

ている（前記第２の２（１）、（５）及び（７））。一方、申立人
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組合がＡ１の再雇用を団交事項として要求したのは、Ａ１の退職後

３年以上を経過した後である（前記第２の２（15））。

また、会社がＡ１を再雇用しなかったことが、不当労働行為に当た

るか否かの争いは、２６年３月１０日の時点では東京高裁で審理中で

あったが（前記第２の５（７））、それ以前の１３年５月２３日、当

委員会が不当労働行為に当たらないと判断し（前記第２の２（11））、

２３年８月３日、中労委がこれに係る再審査申立てを棄却し（前記第

２の４（１））、２５年１０月３０日、東京地裁が組合の請求を棄却

していた（前記第２の４（４））。

次に、会社がＡ３を再雇用しなかったことについては、１５年９

月１２日、広島労委が、不当労働行為に当たらないと判断し（前記

第２の２（17））、２３年１１月２日、中労委での再審査でも同様

の判断がされ（前記第２の４（２））、２６年３月１０日付け団交

要求時には、不当労働行為に当たらないとの判断が確定していた。

これら不当労働行為に係る争いとは別に、Ａ１、Ａ３及びＡ４が、

再雇用について私法上の権利を民事訴訟等で争った事実はなく、Ａ

４は、１１年１月１日に会社の再雇用制度が廃止された後、３年以

上が経過した１４年４月３０日に定年退職し（前記第２の２（16））、

組合が、Ａ４の再雇用について団交要求したのは、２０年８月１日

（前記第２の３（３））が初めてであり、同人の退職後６年以上経

ってからであった。

以上の事実からすれば、(ｱ)①「再雇用要求の件」について、前記

ア記載のⅱ）使用者において、当該紛争を処理することが可能かつ

適当であること、ⅲ）団交の申入れが、雇用関係終了後、社会通念

上合理的といえる期間にされたことのいずれも認められない。

(ｳ) (ｱ)②から⑧までの要求事項について

(ｱ)②から⑧までの要求事項については、組合の組合員に会社従業

員がいなくなってから１４年以上が経過しており（前記第２の２

（６））、２６年３月１０日付け団交要求時点までに経過した期間

は以下のとおりである。

②「不当解雇・不当処分撤回要求の件」とは、本部の他の下部組織

に所属する組合員に対する不当解雇、及びＡ４に対する処分の
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件であり、Ａ４が退職した１４年４月３０日から１１年以上。

③「糸崎暫定分会の組合備品の件」については、糸崎油槽所の閉鎖

から１２年以上。

④「Ｂ５小倉分会組合備品・掲示板不当撤去の件」については、物

品等の撤去から１４年以上。

⑤「広島分会組合掲示板の件」については、組合広島分会の組合員

に会社従業員がいなくなってから１４年以上。

⑥「Ｂ５小倉油槽所閉鎖の件」については、小倉油槽所が閉鎖され

てから１３年以上。

⑦「１６年９月４日広島油槽所タンク火災事故の件」については、

同火災事故から９年以上。

⑧「愛知県労働委員会命令不履行の件」については、その内容は１

５年８月２９日名古屋油槽所工事労働者死亡事故の件であり、同

死亡事故発生から１０年以上。

このように、２６年３月１０日付け団交要求時点までにいずれも

９年以上経過していることも踏まえると、(ｱ)②から⑧までの要求事

項に係る団交の申入れは、前記ア記載のⅲ）団交の申入れが、雇用

関係終了後、社会通念上合理的といえる期間にされたことと認めら

れない。

ウ 以上からすれば、組合の２６年３月１０日付け、同年４月１７日付け、

同年６月１１日付け、同年９月２５日付け及び２７年２月２３日付けの

５回の各団交要求について、組合は、使用者が団交を義務付けられる相

手方に当たらず、会社が団交に応じなかったことは、労組法７条２号に

該当しない。

なお、被申立人は、組合は労組法７条２号の「使用者が雇用する労働

者の代表者」に該当せず、２６年３月１０日以降の団交要求に係る申立

ては不適法なものとして却下することを求めているが、労働委員会規則

３３条１項５号の「申立人の主張する事実が不当労働行為に該当しない

ことが明らかなとき。」に該当するものとはいい難く、申立てを棄却す

るのが相当である。

３ 法律上の根拠
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以上の次第であるので、当委員会は、労組法２７条及び２７条の１２並び

に労働委員会規則３３条及び４３条に基づき、主文のとおり命令する。

平成２８年５月６日

福岡県労働委員会

                      会長 後藤 裕 ㊞ 



別表

26年3月10日付け 26年4月17日付け 26年6月11日付け 26年9月25日付け 27年2月23日付け 判断の対象となった事件名 命令又は判決

再雇用関係の表記 ①再雇用要求の件 同左 同左 同左 同左

・再雇用制度の廃止について
10年7月9日、17日、31日、
8月24日、10月8日、
12月22日

・Ａ１の再雇用について
11年1月19日

・Ａ３の再雇用について
12年1月17日、2月9日、
3月6日

(1)再雇用制度の廃止及び
Ａ１の再雇用
ｱ 福岡労委11年(不)２号

ｲ 中労委13年(不再)27号

ｳ 東京地裁24年(行ｳ)109号

ｴ 東京高裁25年(行ｺ)434号

(2)再雇用制度の廃止及び
Ａ３の再雇用
ｱ 広島労委12年(不)７号

ｲ 中労委15年(不再)49号

(1)

ｱ 13年5月23日
棄却 再審査イへ

ｲ 23年8月3日
棄却 取消訴訟ウへ

ｳ 25年10月30日
棄却 控訴エへ

ｴ 26年4月17日
棄却 確定

(2)

ｱ 15年9月12日
棄却 再審査イへ

ｲ 23年11月2日
棄却(初審命令の一部を

却下に変更) 確定

安全要求の件 同左 同左 同左 同左

⑦16年9月4日広島油
槽所タンク火災事故の
件

16年9月24日

⑧愛知県労働委員会
命令不履行の件

不当解雇等関係の表記
②不当解雇撤回要求
の件

同左 同左 同左
②不当解雇・不当処分
撤回要求の件

③糸崎暫定分会の組
合備品の件

同左 同左 同左 同左

④Ｂ５小倉分会組合備
品の件

同左 同左
④小倉分会組合備品・
掲示板不当撤去の件

同左
11年5月19日、31日、
6月10日、23日、
7月2日、9日、15日

(1) 福岡労委12年（不）２号

(2) 中労委13年(不再)42号

(1) 13年8月24日
棄却 再審査(2) へ

(2) 24年2月15日
棄却 確定

⑤広島分会組合掲示
板の件

同左

⑥Ｂ５小倉油槽所閉鎖
の件

⑥12年4月末日付Ｂ５
小倉油槽所閉鎖の件

⑦16年9月4日広島油
槽所タンク火災事故の
件

16年9月24日

⑧愛知県労働委員会
命令不履行の件

注）①～⑧は、命令書本文１７頁～１８頁の番号。
なお、要求事項「安全要求の件」は、その具体的内容が⑦及び⑧であるため、番号を付していない。

団交要求事項等一覧

安全要求関係の表記

各団交要求書における要求事項 命令、判決の状況

要求事項「その他」
の表記

本部団交開催の状況
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